
１．はじめに

２０世紀の後半、人類社会はグローバル化の流
れとともに地球環境問題や世界の貧困（南北）問
題に対応すべく新たな歩みを進めてきた。こうし
た流れをふりかえり、持続可能な開発・発展につ
いて考察するとともに、新たな目標として設定さ
れる SDGs（持続可能な開発・発展目標；Sustain-
able Development Goals）の意義と課題について
考える。（SD のディベロップメントの訳語は、
「開発」「発展」の両方の意味内容が含まれるこ
とから、以下では適宜的に使い分けるか両方を併
記して使用する）

本稿では、前半において MDGs（ミレニアム
開発目標）と SDGs の流れの概略を追い、とくに
SDGs が浮上した「リオ＋２０」（国連持続可能な
開発会議、２０１４年６月）に参加した際に見聞し
た国際動向に関する私的な見解をしめす。それ
は、１９９２年の地球サミット（国連環境開発会議、
リオデジャネイロにて開催）に NGO の立場で参
加して以来の参与観察的な見解であり、国際的な
環境と開発をめぐる動きを客観と主観を重ね合わ
せてとらえた一側面として意味あるものと考え
る。続いて、持続可能な開発・発展の概念形成の
歴史を簡単にたどり、環境問題と開発問題の流れ
が重なり合ってきた状況と概念の整理をおこな
う。後半では、現状分析とともに経済、環境、社
会をめぐる国際的な枠組みの変化に関して、レ
ジーム対立・拮抗状況および世界経済が直面して
いる危機的事態への認識について考察をおこな
う。

環境と開発をめぐる潮流は、紆余曲折を経つつ
持続可能な開発・発展（SD）という方向性を共

有する動きをたどってきた。しかし、その理念と
内容、政策展開については課題が山積している。
２１世紀の世界が真に持続可能な道筋を見出すた
めに、その理念や政策展開をより有効に発揮する
ための深い批判的分析や考察、さらに建設的な提
案がのぞまれている。

２．進展する新しいプロセスの動向

⑴ SDGs とMDGs の流れ

最初に、SDGs がどのように浮上してきたかに
ついてみていこう。人類の貧困問題を解消するた
めに定められたミレニアム開発目標（MDGs）が、
目標年２０１５年の後どうなるか、ポスト MDGs を
めぐる議論が進むなか、２０１２年６月の国連持続
可能な開発会議（「リオ＋２０」）において新たな流
れが生じた。MDGs の流れを踏まえた上で２０１５
年以降、より広い目標として持続可能な開発目標

（SDGs）に取り組むことが合意されたのである。
MDGs は、途上国の貧困・健康・環境などを改
善するための８大目標（ゴール）、２１の個別目標

（ターゲット）、６０の指標から構成されており、
途上国の貧困問題等を解決することが最大の眼目
であった。だが急速なグローバル化が進むなか
で、貧困や格差、環境問題は途上国に限定されな
いより広範な人類共通の課題となってきたこと
で、より広義の人類的課題として SDGs の必要性
が「リオ＋２０」会合において提起された流れとし
て、大状況的には位置づけることができる。

し か し、そ の 内 実 に つ い て は MDGs か ら
SDGs へ移行するという単純な流れではなく、多
少とも混乱と諸議論が交錯する経過をたどってき
たようにみえる。MDGs の流れでは、２０１５年以
降の開発アジェンダを動かすために国連事務総長
によるタスクチームが作られ（２０１２年１月）、同
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年６月に報告書をまとめるとともにポスト開発ア
ジェンダ諮問グループとしてハイレベルパネルが
設置され（７月）、２０１３年５月に報告書がまとめ
られた。同時に国連レベルでは様々なテーマ別の
協議の場が世界各地でもたれて、各種グループや
団体から関連の報告書が発表されてきた。こうし
た流れを集約する形で２０１３年７月に事務総長報
告書が出され、２０１３年９月の国連総会で MDGs
特別イベントが開催されたが、そこで前述の「リ
オ＋２０」での SDGs との流れとの統合化が再確認
されたのだった。ポスト開発アジェンダ策定への
動きは、その後は SDGs をめぐる議論に吸収され
ていくような流になりつつあるかにみえる。紆余
曲折を経つつも交渉を進めている関係者は両方の
流れに関与していることから、最終的に２０１５年
以降の枠組みに向けた動きになってきたのだった

（図１）。
２０１２年の「リオ＋２０」会合に参加した際、そ

の経緯をみたかぎりでは、開発の枠組みの流れに
環境の枠組みが大きく重ねあわされる場となった
感があった。当初、そこでは各国の利害対立が再
燃し、地球環境問題に対する先進国と途上国の責
任の差異（９２年リオ宣言第７原則：共通だが差
異ある責任）などが強く強調された。また一言で
途上国といっても、新興国が急浮上する一方で未
だ貧困にあえぐ国があるなど、一枚岩的な状態は
崩れつつある状況もうかがえた。議論の過程で
は、南北問題という大きな土俵は継続しており、
SDGs の浮上に対して当初は MDGs の課題解決
の軽視や途上国の貧困問題への取り組みが弱まる
ことへの警戒などが根強く主張されていた（古沢
２０１２a、小野田２０１４）（１）。
「リオ＋２０」会議や国連をめぐる各種動きは、

政府（国家）間の調整が土台になっている仕組み
であるが、その一方で国家の枠組みを超えた
NGO や様々な主体の参加プロセスが重視され、

図１ ポスト２０１５年開発アジェンダ策定のプロセス全体像

出所：外務省ポスト２０１５年開発アジェンダ、プロセス全体像
（一部改変して引用）
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国連会議への関与が高まる動きをみせてきた。そ
れは９２年の地球サミット以来、とくに９つの主
要グループとして認知されてきたもので、具体的
には、女性、子ども若者、先住民、NGO、地方
自治体、産業界、労働者、科学・技術者、農民と
いう立場からの参加と関与が促されてきた。それ
は、まさしく国益という狭い利害を超える地球市
民的な貢献が期待される時代を迎えていることを
意味しており、SDGs の議論においても彼らの声
が無視できない影響を与えてきた。実際、各国内
での貧富の格差問題（ガバナンス問題を含む）や
環境悪化などは、先進諸国以上に途上国や新興国
で深刻化しており、従来の国益（政府）中心の立
場だけでは対応しにくいこともあって、その突破
口として NGO 等の参加や役割への期待が増大し
ている。

⑵ 「リオ＋２０」と変革へのダイナミズム

「リオ＋２０」の会議には、国家セクター（国民
政府）とは別に多様な担い手として９つの主要グ
ループの参加が可能となっており、日本でも準備
プロセスにおいて９つのメジャーグループによる
準備会合が約１年前から組織され、私は NGO グ
ループの代表（NGO 連絡会推薦、立場としては
「環境・持続社会」研究センター代表理事）とし
て参加した。そして各グループから「リオ＋２０」
会議に実際に参加する際に政府代表団に加わる形
で自主参加（参加経費の自己負担）が求められ、
「リオ＋２０」会議には政府代表団のなかの政府顧
問という立場（NGO 顧問）で参加する機会をえ
たのだった（２）。

ちょうど２０年前の地球サミット（国連環境開
発会議）に参加したときには、政府と NGO との
パイプはなく、政府の本会議（開催地リオセント
ロ）から NGO は隔絶されており、世界中から結
集した諸団体は独自会合を市内のフラミンゴ公園
にて開催したのだった。当時、日本の NGO は国
連ブラジル会議市民連絡会を組織して多数の団体
や個人が現地の NGO 会合に参加したのだが、政
府との関係はまさしく疎遠であった（この連絡会
は「市民フォーラム２００１」に引き継がれ２００１年
に解散）。２０年を隔てた当時の状況と今回の「リ
オ＋２０」の状況について、あらためて比較すると
参加プロセスや会議の在り方の点では隔世の感が
あり、状況的には大きく進展したといってよいと

思われる。
しかしながら、２０年前の当時の熱気や盛り上

がりと比べると、その後の２０年で時代状況自体
は大きく後退しているとの感を深くした。最終合
意の政治文書では、９２年地球サミット以来積み
上げてきた様々な成果を確認し留意する記述が多
くを占め、新たな前進や現状打破の野心的な道筋
は見出し難い内容にとどまったのである。２０年
前の地球サミットを思い起こすと、世界およそ
１７０カ国から４万人もの人々が集う当時としては
史上空前のイベントとなった。そこでは、「リオ
デジャネイロ宣言」、「アジェンダ２１」（２１世紀に
向けた行動計画）、気候変動枠組み条約と生物多
様性条約の採択が実現し、その後の地球環境問題
へ世界的取り組みの道筋が形成された（古沢
１９９５）。今回の会合でも４万人を超える参加者数
があり、とくに政府の本会議に多くの NGO 関係
者の参加が実現したことは評価したい。事前の準
備会合の積み上げや参加者数において９２年を上
回る規模にはなったのだが、２０年前の心を躍ら
すような雰囲気と比べると、残念ながら盛り上が
り度合いは当時に較べて著しく低調だったという
のが率直な印象であった。

とはいうものの、将来的な可能性を全く感じな
かったということではない。「リオ＋２０」本会議
が開かれたのはリオセントロという市の中心部か
ら離れた郊外の場所であったが、本会議とは別に
独立して、やはり市内のフラメンゴ公園にて市民
団体・組織が主催する「ピープルズサミット」が
開催された。とくにピープルズサミットでは、国
家的利害（国益）をベースとする本会議とは異な
り、たとえば軍事や原発問題などへの関心は非常
に高く、ヒロシマ、ナガサキ、そしてフクシマと
いうキーワードが、世界的に注目されている様子
がうかがえた。

そうした全体状況を私なりに俯瞰すると、「リ
オ＋２０」をめぐるダイナミズムを次のように読み
とることができる。本会議を国家レベルの
「フォーマル」な場と位置づけるならば、その本
会議に付随して「サブフォーマル」な場が用意さ
れ、９つのメジャーグループの代表参加が組み込
まれていた。そこでは、事前段階でも意見を反映
する機会が国連窓口に確保されてきたし（イン
ターネット経由）、本会議でも関連したテーマ別
会合などに参加することで市民社会の影響力が及
ぶかたちで交渉が進められたのであった。
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国が市民セクターの声を無視できなかった一場
面として、若者の NGO グループが、未来世代を
代弁する立場からオンブズパースン（将来世代の
ための高等弁務官）設置の検討という文言を成果
文書に入れようと頑張っていたが、途上国政府

（G７７）が反対して交渉が難航していた。若者グ
ループは、多様なネットワークを介して各国の政
府交渉団への根回しや、会場通路でデモンスト
レーション（アピール）するなど、問題提起をす
ることで弱い文言にはなったものの合意文書に盛
り込ませることに成功した。交渉の舞台裏で、国
の利害を超えた若者達（NGO）の国際的ネット
ワークが力を発揮した一例といってよいだろう。
他方では、市民セクターからの原発事故問題の提
起は無視されるなど、明らかに限界があった点に
ついては指摘しておきたい。

こうしたサブフォーマルな場の形成や市民セク
ターの本会議への関与の動きとは別に、イン
フォーマルな動きにおいても多様な主体が活動し
ていた。前述のピープルズサミットでは、政府の
本会議とは別に、独立した「インフォーマル」な
場が形成されており、多種多様な市民セクターが
反国家的立場を含むラディカルな主張を多彩かつ
自由にアピールし、町の中心街で街頭デモなどが
展開されたのであった。以前から世界の支配構造
を批判し、反米的、政府批判的な視点をもつ「世
界社会フォーラム」などの動きが中南米を中心に
展開されてきたが、今回のブラジルでのピープル
ズサミットの動きにおいても、そうした活動の影
響が反映していた様子が見受けられた。こうした
動きを含めて、様々なセクターの関心を呼び起こ
し、多様な主体がつながる結節点として「リオ＋
２０」は興味深い機能をはたしていたととらえるこ
とができる（古沢２０１２b）。

今回の全体状況を一歩退いて俯瞰してみると、
フォーマル、サブフォーマル、インフォーマルの
３つの領域がバラバラに展開している以上の動き
を感じることができた。すなわち、持続可能な開
発・発展という方向性のなかで様々な動きが連動
しあう可能性が、「リオ＋２０」を中軸に生まれる
気配というか予感を私なりに感じたということで
ある。地球環境、貧困格差問題など人類的共通課
題に関して、せまい国益や利害対立の壁に立ち往
生しがちな現状に対して、様々なレベルで問題を
共有しあうような場の形成、多種多彩な状況が出
現しており、その積み重なりや連動性が歴史のダ

イナミズムの形成につながっていく可能性を予感
させたのである。それは、現実にはバラバラに事
態が進行しているかのような状況について、問題
認識の共有化や連帯感を醸成する場や仕組みが展
開できるならば、狭い国家的な枠組みを超え出た
地球市民的な社会形成につながる道筋が準備され
ているということなのではなかろうか。

すなわち、上記３つ領域のなかでの様々な動き
が、中・長期的にいろいろな新しい動きと呼応し
合って、国家レベルを超える力となり、地球市民
的な世界をつくっていく時代へと続いていくよう
な可能性である。かつて２０年前は、やっとパソ
コン通信が広がりだした時代であったが、今回は
インターネットなどの分権型情報メディアやツー
ルが、情報の共有化に大きな役割をはたしたこと
も注目しておきたい点である。多少楽観的にみる
ならば、今までの２０世紀型の国家的利害の枠組
みが機能不全に陥るなかで、新しい主体の参加の
拡がり、多様な合意形成の仕組みづくり、そのた
めの模索の芽が「リオ＋２０」において生まれかけ
ていたとみることができる。その芽が大きく育つ
かどうか、可能性は未知数だが、多様な努力が積
み重ねられている現実世界の重みを「リオ＋２０」
の会合に参加したことで実感できたのだった（古
沢１９９５、２０１２a）。

⑶ 越えるべき国際政治との大きな落差

ふり返ると、冷戦終結後の動きとして主流と
なったのは、経済のグローバリゼーションであっ
た。その影響力は環境分野以上に拡大してきた流
れがある。それが、２００８年のリーマンショック
で示されたように、金融を含む新たなグローバル
経済の拡大とその矛盾が表面化し、足下の実物経
済を揺らがせる事態に直面している。とくに近年
は、世界的に環境問題への関心のウエイトが低下
しており、気候変動や生物多様性などでも改善は
進まず個別的な対応になりがちな傾向に陥ってい
る。世界全体の大きな軸足は、経済面に関心が
移ってしまい、とくに金融危機を発端とする先進
諸国での財政危機など重要課題が浮上したこと
で、現実問題として「リオ＋２０」会合の注目度は
きわめて低かった。

ちょうど同時期に G２０首脳会議（ロスカボス・
サミット、６／１８～１９）がメキシコで開催され、欧
州債務危機への対応が最大課題として取り上げら
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れ、野田首相（当時）をはじめプーチン大統領や
オバマ大統領などが参列した。しかしながら、い
ずれの首脳も「リオ＋２０」には出席しなかったこ
とに、環境や開発より経済が優先される今日的状
況が如実に映し出されていた。本来ならば、経
済・環境・社会の調和的発展を目指す「リオ＋２０」
こそ G２０会議と連動すべきものだったが、それ
が全く切り離されていたことは、分断的で近視眼
的になっている世界状況をまさに象徴していた。

とはいうものの、中長期的な視点で考えるなら
ば世界全体として SDGs に関して取り組む方向性
が合意され、将来方向が明示された点は評価すべ
きではなかろうか。この動きは、法規制的な強制
力を持つものではないが、多様な主体が国家的枠
組みを超えてつながる道標として、上記にのべた
ような潜在的な可能性を秘めている点に注目した
い。MDGs が、どちらかというと貧困削減など
途上国の開発を促す開発志向の性格を帯びたトッ
プダウン的な性格をもつものであったのに対し、
SDGs の動きは多少ともボトムアップ的な色彩を
持っている点、さらに経済面に偏らずに環境面や
社会面の座標軸を幅広く含み込む広義の目標とし
て、より包括的な土俵が提示されようとしている
意義は大きいと思われる。

こうした方向性の提案として、SDGs を当初か
ら提起しリードした国は、先進諸国でもブラジ
ル・中国・インドといった新興国でもなく、コロ
ンビアやグァテマラ等の経済規模的には中小国で
あったことは興味深いことである。当初は、
MDGs が SDGs に吸収され弱められてしまうと
いった反応も出ていたのだったが、先進国や新興
国サイドではない経済的には周辺的位置にある中
小途上国サイドからの提起とリードで進んだこと
は着目しておきたい点である。従来の経済発展の
矛盾をそのまま後追いするのではない、新しいビ
ジョンを形成するもう一つの可能性の道筋とし
て、今後の発展の在り方をどう展望していくか、
国際的な政治力学を考える意味でも注目すべき動
きとみることができるのではなかろうか。

今日、地球環境問題の深刻化とともに人類の発
展パターンへの問い直しが求められており、諸矛
盾への解決の糸口を見出すべく、様々な模索が続
けられてきた。他方では、巨大に膨れ上がった世
界経済は、大規模な資金フロー（グローバルマ
ネー）で富のさらなる拡大が目指され、富者と貧
者の溝が拡がり、資源枯渇や環境悪化を招き、経

済構造の根本的転換が求められている。国際政治
においても、戦後体制をリードしてきた米国の影
響力が低下する一方で新興国の台頭などパワーバ
ランスが変化し、多極化の様相を強めて対立が顕
在化する局面が現れだしている。９２年の地球サ
ミット当時に期待された、世界の巨額の軍事費を
貧困・環境問題の解決へと転換する方向性（平和
の配当）は忘れられてしまったかの如く世界の軍
事費は再上昇しており、かつての規模を超えるに
至っている。

世界の全体としての動向を見る限り、気候変動
枠組み条約や生物多様性条約などの国際環境条
約、MDGs などの開発目標、社会的公正をめぐ
る CSR（企業の社会的責任）や革新的資金メカ
ニズム（国際連帯税、不公正税制の是正など）、
各種ガバナンスの強化をはじめとして、多くのプ
ロセスが多系的に動いている。複雑化し混沌化し
だした現代世界において、その意味では全体を統
合的に包含する人類社会の協働・共通目標を、
SDGs としてあらためて明示していく意義はきわ
めて大きいと思われる。

３．「持続可能な開発・発展」（SD）の概念
をめぐる動き

⑴ SDの成立過程

SD の概念については、さまざまな場面で多様
な使われ方をしており、実際の適応方策や政策展
開としては不明確さを有している。以下では、
SD の動向について、歴史的に振り返るとともに
どのような展開をとげてきたかについて考察す
る。この言葉を世界的に普及させた“Our Com-
mon Future”（１９８７年、邦訳『地球の未来を守
るために』）の定義では、「将来の世代がその欲求
を満たす能力を損うことなく現在の世代の欲求を
満たす開発」と説明しており、９２年の地球サミッ
トを契機にして世界的に受け入れられた。それは
明確な定義というよりもあるべき姿を結果の方か
ら規定した表現であり、具体的な場面では様々な
拡大解釈を生んできた。このような重要な概念が
どのようにして形成されてきたのか、まずその成
立史について簡単にみておこう。

それは、環境問題が国境を越えた世界共通の課
題として登場してきた１９７０年代とくに７２年６月
の国連人間環境会議（スウェーデン、ストックホ
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ルム）当時までさかのぼることができる。その中
心的なテーマは、地域的な公害問題が国境を超え
て世界的に広がってきたことへの対応であり、大
きくは�環境と開発の両立�の問題であった。そ
こでは、途上国の貧困化が環境破壊と深く結びつ
いていることがクローズアップされたのだった。
この人間環境会議を契機に同年の国連総会の決議
によって設立されたのが国連環境計画（UNEP）
であり、その本部はアフリカのケニア共和国の首
都ナイロビに置かれた。

その後、環境と開発の関連性や矛盾、とくに地
球環境問題と南北問題・開発問題をどのように解
決するべきかという課題に焦点をあてた国際会議
が、７４年に UNEP（国連環境計画）と UNCTAD

（国連貿易開発会議）の共催によってメキシコの
ココヨクで開かれた。その会議において、「経済
社会的な諸要因、富と所得の分配パターン、国内
または国家間の経済活動など開発問題と不平等を
生んだものが、同時に環境破壊要因でもある」、
「人間としての基本的必要の充足」、「生物圏の負
担能力の限界を侵害しない」、「自助的で代替的な
開発方式と生活様式の模索」などの点が合意され
た。なかでも興味深いのは、「我々の世代は、人
類の将来の福利と生存の危険をもたらすような地
球上の有限な資源の消費や、生命維持システムを
汚染することなく、将来の世代の必要を考慮する
視野が必要である」という内容が提起されており、
まさに SD の基本理念の萌芽がこの会議において
議論されたことがわかる（Cocoyoc 宣言、１９７４）。

以来、国連やさまざまな国際的な会議の場で、
環境管理やエコ・ディベロップメント（生態的開
発）、あるいはオルタナティブ・ディベロップメ
ントなどの考え方が広く普及していくこととなっ
た。それは、国際自然保護連合（IUCN）が UNEP

（国連環境計画）と WWF（世界自然保護基金）
の協力のもとで１９８０年に作成した『世界保全戦
略』へとつながり、そして冒頭のブルントラント
委員会のレポート（Our Common Future，１９８７）
に至るのである。

この委員会レポートに示された概念は、基本的
には二つの要素、すなわち現存世代の公正（南北
問題：貧困と環境圧力、資源・財への不平等なア
クセス）と、将来世代との世代間の公正という二
つの軸からなる配分をめぐる調整問題としてとら
えることができる。だがその際に、「開発か、環
境保護か」どちらに重点を置くかでかなりのくい

違いも生じやすく、矛盾的要素を含みやすい。概
念自体は、私たちが基本理念として踏まえるべき
重要なキーワードであることは確かなのだが、具
体的な政策や対応の仕方で何を重視するかによ
り、正反対の取り組みが展開されかねない幅広さ
をもっているのである。その後、概念をめぐって
多くの論者が議論を積み重ねてきたが、大枠とし
ては「経済」と「環境」と「社会」の３つの評価
軸において、調和的な発展をめざすということが
ほぼ共通認識となり今日に至っている（３）。筆者な
りによりわかりやすく表現すると、経済の維持・
発展を「環境」と「社会」の２つの座標軸におい
て調整すること、すなわち経済的発展は「環境的
適正」と「社会的公正」において実現されねばな
らないと言いあらわすことができる。

⑵ SDの指標としての展開

SD を進める政策や実践面を支えるために、そ
の指標化も試みられてきた。それは、主に地球サ
ミット後の進捗状況をフォローアップする動きと
して、国際機関の取り組みや各国・地域レベルで
の政策評価などにおいて、さまざまな立場から
SD の指標化が模索されてきた。国連レベルでの
具体的な動きとしては、地球サミット（９２年）
で定められた「アジェンダ２１」（２１世紀行動計画）
の具体的な項目のフォローアップの手段として、
持続可能性指標づくりのプロジェクトなどが展開
してきた。さらに数量的計測などの研究も、世界
銀行の WDI（World Development Indicator）や、
OECD（経済協力開発機構）における諸指標の充
実化などによって進められてきた。

とくに環境面での持続可能性指標については、
米国イェール大学とコロンビア大学のグループに
よる「環境パフォーマンス指数」（EPI：Environ-
mental Performance Index）や、総合指標の一
つであるエコロジカル・フットプリントに基づい
た「生きている地球指数」（Living Planet Index、
WWF：世界自然保護基金）等によって、各国
データによる国際比較がなされるようになってい
る。日本でも、国の定める環境基本計画（第４次、
２０１４年～）の進捗状況をはかる指標として持続
可能性指標や総合指標が提示されてきた（４）。

社会面での動きをみると、UNDP（国連開発計
画）による「人間開発指数」（HDI：Human Devel-
opment Index）などの先駆的試みがある。発展
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の評価軸を従来の GDP（国内総生産）のような
経済指標だけでなく、社会的評価軸を組み込んだ
総合指標の動きとして注目される（Haq １９９６）。
経済面に偏らない評価軸として幸福度指標などへ
の取り組みも近年盛んになっており、OECD の
「Better Life Index（BLI）」や日本でも内閣府か
ら「幸福度に関する研究会報告―幸福度指標試案」
などが出されている。こうした指標やデータ群を
みるかぎり、環境領域、経済領域、社会領域をカ
バーして総合的に評価するアプローチがとられて
いるかにみえる。だが、力点の置き方の違いを含
みながら、分野ごとの個別指標をとりあえず集約
しているというのが現状ではないかと思われる。
様々な指標が研究・開発されて利用されるように
なってきた世界的状況について、代表的な指標例
を表１に示しておこう（表１）。
「リオ＋２０」会議に関連して注目され参照され

たものとしては、国連大学と UNEP による包括
的富指標（IWI：Inclusive Wealth Index）の開
発（２０１２年）や「地球システムの限界範囲」（Plane-
tary boundaries）といった考え方などがある。
限りある地球上で人類がどのように産業や社会を
成り立たせていけるのかという問いかけや、その
ための目安となる指標の重要性が近年大きな関心
をもって認識され始めていることは、今後とも注
目していきたい（５）。

⑶ 環境的適正からの評価・座標軸

以上のように、概念や内実をめぐっては様々な

評価軸や指標開発が模索されてきているが、問題
領域としてみた場合、大きくは２つの流れに整理
すると理解しやすい。すなわち、一方は資源・環
境をベースに持続可能な利用のあり方を模索する
アプローチ（自然科学・工学・環境経済学などの
分野）であり、他方は様々な関係性を問う広義の
公正の概念を適用する社会・人文科学領域（政
治・経済・倫理・哲学・歴史などの分野）を中心
とするアプローチである（古沢２００３）。

前者は、資源・環境（自然資本）のとらえ方に
もよるが、物質・エネルギー・汚染を持続可能性
として定量的に把握し設定しようとすることから
比較的理解しやすい。しかし、自然資本ストック
の損耗（減価）を人工物などで比較的緩やかに代
替可能とするか（弱い持続可能性）、絶対的固有
性を尊重して厳しく評価するかで（強い持続可能
性）、かなりの隔たりがある。基本となる概念整
理としては、ハーマン・デイリー（エコロジー経
済学、Ecological Economics）等が提起してほぼ
以下のように集約される３つの基本的条件が重要
だと思われる（Daly２００５）（６）。

・「再生可能資源は、消費量を再生可能資源の
再生量の範囲内におさめる」

・「枯渇性資源は、その消費をできる限り再生
可能資源に代替する」

・「環境汚染物質は、排出量を抑え、分解・吸
収・再生の範囲内に最小化・無害化する」

上記の３点に定式化される考え方（３原則）は、
資源利用と環境に依存する人間社会システムが永
続性を確立するという点で説得力をもつ考え方で

表１ 各国・国際機関によるさまざまな指標の例

年 取り組み主体 指標・目標など 内容・分野など

１９９０～ 国連開発計画 人間開発指数（HDI 指標） 健康・教育・経済など人間開発の指数

１９９６～ 国連持続可能な開発委員会 持続可能な開発指標（CSD 指標） 環境など各種指標群のセット

１９９８～ 世界銀行 ジェニュイン・セイビング 包括的な真の資本を測定

２０００～ 国際連合 ミレニアム開発目標（MDGs） 貧困半減、健康・環境改善などの目標

２００５～ ブータン 国民総幸福量（GNH） 社会のあり方、幸福感を明示

２００５～ OECD OECD ファクトブック 経済、社会、環境の統計資料セット

２００７～ 欧州委員会等 進歩指標（Beyond GDP） 社会進歩・幸福の計測

２０１１～ OECD より良い暮らし指標（Better Life Index：BLI） 社会進歩、生活の幸福度などを示す

＊環境省「環境・経済・社会の状況を計測するための国際機関による指標等」Ｈ．２３年版『環境白書』、内閣府「幸
福度に関する研究会」（第１回、２０１０年１２月２２日、資料）などを参考に筆者作成。
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あり、今後より普遍的な原則として国際社会が受
け入れていくことを期待したい。しかし実際に
は、何を重視するかの評価尺度で差異が生じた
り、問題設定の仕方や技術的可能性の評価などを
含めると、統一見解を得るには多大な労力が必要
とされる。そうした制約を前提にしつつ、とりあ
えずわかる範囲での資源制約や環境制約を前提
に、資源をどの程度の水準で持続的に利用すべき
か、広く平等に�南北間�や�世代間�の公正さ
を考慮した地球的公正という理念のもとでの総合
的な指標を示そうとする試みは重要性を増してい
る。そうした視点からの試みとしては、「エコロ
ジカル・フットプリント」（Ecological Footprint：
環境面積要求量）、「エコリュックサックと MIPS

（Material input per unit of Service：サービス単
位当たりの物質集約度）」、「環境効率（Eco-effi-
ciency）」などの取り組みがある。またミクロ的
には CSR（企業の社会的責任）との関連で、企
業・事業体ベースでの持続可能性指標の取り組み
なども進行しており、今後の発展に期待したい。

一例として、エコロジカル・フットプリント指
標（環境軸）と人間開発指数（社会・経済軸）を
重ね合わせた評価の図表が「日本のエコロジカ

ル・フットプリント２０１２」（WWF ジャパン）（７）の
レポートで明示されている。ここでは、同様の評
価図をわかりやすく示した図が『平成２４年版
環境白書』で紹介されているので例示しておく（図
２）。図を見てのとおり、全体状況としては開発が
進展すると環境負荷が高まる右肩上りの傾向が読
み取れるが、将来的には環境負荷を低めて人間開
発の質を高めていくことが重要であり、そうした
方向性（図中の右下部分）を考えるために興味深
い指針を与えてくれる。

⑷ 社会的公正からの評価・座標軸

持続可能性の社会面については、環境面のよう
には定量化や定式化しにくい点で課題が多く残さ
れている。人間社会のあるべき姿や公正概念など
を重視するアプローチについては、人権の概念の
定着と普及をみても明らかなように、いまだ途上
にある。現存世代の公正（経済格差、南北問題・
貧困問題、資源・財・環境への不平等なアクセス
問題など）、将来世代との世代間の公正問題（将
来世代の資源や環境の収奪問題、世代間配慮な
ど）、さらに人間中心主義に対する批判（自然・

図２ エコロジカル・フットプリントからみる環境と社会の関係

出所：環境省『平成２４年版 環境白書』第１章第２節コラム「エコロジカルフットプリントからみ
る環境・経済・社会の関係」一部改変して引用

古沢広祐：「持続可能な開発・発展目標」（SDGs）の動向と展望86



生物の共生関係を重視するディープエコロジー的
立場）など、評価軸の置き方などで大きな幅が生
じてくる。視点や重点の置き方で大きな違いや隔
たりが存在し、政策や制度化のプロセスとともに
その統一化には多大な時間と努力が必要とされ
る。かつての前近代社会では、宗教を土台とした
倫理観や共同体意識（伝統知や伝統的規範）が自
己統制の機能をはたしてきたが、現代社会におい
ては近代的世界観の普及に伴って人間社会の多様
なあり方が展開しており、検討すべき課題は広が
りをみせている。そこでは、政治、経済、法、倫
理、歴史、教育などの諸分野がかかわり、とくに
社会学、政治学、哲学、人類学などをはじめとす
る広範な人文社会科学において諸議論が展開され
ているが、統一的な見解や合意形成はかなり難し
い状況にある。

とくに公正という座標軸の普遍化や制度的な確
定については、理論化の動きはあるものの、かつ
ての「資本主義」対「社会主義」をめぐる対立な
どをふり返ってみてもわかるとおり、課題は山積
している。近年は市場経済を土台とする社会体制
が主流を占めてきているが、米国のような自由競
争を重視する体制と欧州に多い社会民主主義的な
体制とでは、価値観は大きく異なっている。実際
に世界全体をみわたせば、民主主義体制がようや
く定着してきた段階にある国も多く、また開発体
制をみてもさまざまな政治制度のもとで近代化の
歩みが進められてきた。

従来の経済学、政治学、社会学の学問的枠組み
でも、問題（矛盾）を共通基盤のうえで認知・評
価することには多大な努力が必要とされる。現状
の社会的な基盤形成としては、法制度と各種行政
の施策が推進されてきているのだが、新たな問題
や課題は次々と生じており、それらへの対応は後
追い的な状況にあるといってよかろう。基本的な
動きとしては、調整的な機能をどう作り出してい
くかに注目して倫理規定や法・制度的な仕組みづ
くりを目指す動きや、人々の主体形成としての潜
在能力（capability）論、組織や社会体制のガバ
ナンス論などといった枠組み作りなど、さまざま
な動きが展開しており、結果的に持続可能性に関
わる指標の想定範囲や分野・領域は大きな広がり
をみせている。

ここで一例として、人権概念が社会領域や環境
領域へと拡張されてきた動きと、安全保障の概念
拡張の動きについて簡単にふれておこう。諸矛盾

への調整や再編成について持続可能性との関係を
考えるにあたり、その対応関係に関しては人権概
念の確立と展開過程を例にとるとわかりやすい。
それは、社会経済システムの成長（発展）がもた
らすさまざまな影響力の拡大の過程において、そ
こで生じる問題や矛盾への対応であり、影響を被
る側から生じてくるシステム対抗的な規制・調整
の動きである。一種の問題対応として、秩序形成
的な調整メカニズムが社会や人間の側から提起さ
れてきた展開としてとらえることができる。

近代社会の成立と発展において、人権概念の形
成が進むわけであるが、先駆的なものはフランス
での人権宣言（１７８９年）がある。それは今日、
第二次大戦後の国連の世界人権宣言（１９４８年）
といった流れとして展開している。そこでは、基
本的には個人の生存における自由権の確立ととも
にそれにプラスして労働（労働基準法、１９３８年）、
教育、社会保障といった社会権的基本権（社会権）
が組み込まれる形で概念と権利の拡張が起きてき
た。権利の確立とそれを保障する制度化が進むこ
とによって、社会経済システムの矛盾や問題、リ
スクを押さえ込む仕組みを形成してきたのであ
る。さらに最近では、環境権、動物の福利や自然
の権利といった権利概念の拡張へ向かう試みがは
じまっており、１９７３年の絶滅危惧種保存法、
１９９２年の気候変動枠組み条約と生物多様性条約
というように、主体やカバーする責任範囲が人間
をとりまく自然領域にまで広がりをみせている

（Nash１９９３）。
同様に、権利を担保する体制としての保障の概

念も、近年その主体や範囲において拡張をみせて
いる。安全保障の概念についても、もともとは個
人や集団の安全を確保し保障する枠組みとして発
展してきた。歴史的には、制度的に一番強力にコ
ントロールする装置として国家のもとに収れんし
てきた経緯があるが、その枠組み自体が次第に変
化の兆しをみせはじめている。国家の狭い意味の
安全保障から、人権の確立とともに人びとの安全
保障ないし広義の安全保障へと概念の拡張が起き
ており、それが具体的に示されたのが１９９４年の
国連人間開発報告書における「人間の安全保障」
の提唱であった（セン２００６）。そこでは、領土偏
重の国家的安全保障から人間を重視した安全保障
へ、軍備による狭義の安全保障から地球社会の現
実に即した広義の�持続可能な人間開発�による
安全保障へ、より大きな概念として提起されるに
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至っている。人権や社会的公正をめぐる議論は、
近年の公共哲学への関心の高まりと相まって、今
後ともより大きな深まりが期待される（Sandel
２０１１）。

４．今後のSDGs をめぐる論点

⑴ 世界動向と環境レジーム形成

SDGs をめぐる議論の進捗状況をみるかぎり、
諸領域をできるだけカバーしようとする一方でガ
バナンスや能力開発、資金・技術協力など実践的
な内容も加味されて、より包括的な枠組みや目標
提示をめざそうとする努力の様子を読み取ること
ができる。とくに冒頭の図１のプロセスでの
OWG（オープン・ワーキンググループ）の最終
とりまとめとして、１７の主要項目（課題）と１６９
の指標が示された（２０１４年７月）。それらは、国
連事務総長統合報告書（２０１４年１２月）で６つの
基本要素（Dignity, People, Prosperity, Planet,
Justice, Partnership）として象徴的に集約されて
いる。さらにそれをどう政治レベルにおいて具体
化し SDGs 目標や指標にしていくか、２０１５年９
月の国連総会に向けて終盤戦ともいうべき努力が
継続的に積み重ねられている。しかしながら、議
論のプロセスをみるかぎり多大な努力が積み重ね
られる他方で、そうした理想を目指す動きを覆す
ような現実世界での出来事や諸矛盾、諸問題が生
じており、そのギャップに戸惑わざるをえない。

最後に、こうした理想と現実の隔たりに焦点を
あて、SDGs が考慮すべき世界の基本的な矛盾構
造に関する課題について、その大枠を論じること
で本稿を締めくくりたい。ここでは紙面的な制約
もあり大枠のみの論考となるが、具体的なテーマ
領域として、持続可能な消費と生産、エネルギー
をめぐる問題、食料安全保障については別に論じ
ているので関心ある方は参照願いたい（古沢２０１４
a）。

世界の全体動向に関して、以下ではレジーム分
析の視点から論じていく。レジームとは政治形態
や制度、体制を意味する言葉で、国際政治学など
で世界の枠組みについて国家制度を超えて形成さ
れる仕組みとして論じられてきた。レジーム概念
は、近年さまざまな分野で適用されており、開発
分野では援助レジームの諸形態が論じられたり、
環境分野では気候変動レジーム、農業・食料分野

ではフード・レジーム論などが展開されてきた
（古沢２０１０a、２０１０b）。ここでは、そのような諸
領域での勢力分析的な視点ではなく、世界動向を
動かしている大きな基盤的な動きについて、とく
に既存の経済レジーム（自由貿易・グローバル経
済体制）に対抗的に形成されつつある環境レジー
ムについて焦点をあてる。戦後のブレトンウッズ
体制に代表されるように、これまで世界銀行や
IMF（国際通貨基金）などの国際機関をはじめ先
進国首脳会議（G７サミット）や GATT（関税貿
易一般協定）・WTO（国際貿易機関）などの国際
制度において、先進国主導による支配とコント
ロールがなされてきた経緯があった。そこでは、
経済成長が最優先されるとともに主要国の利害を
代表する産業界や金融業界の影響力が強く反映す
る傾向を内在させてきた。しかしそうした経済成
長（開発）路線は、地球環境の限界に直面すると
ともに、貧富の格差問題や環境・資源利用などの
諸矛盾の拡大を前にして、大きく揺らぎだしてい
る。

ふり返ると、１９９２年に開催された地球サミッ
トとは、新たな時代の出発を画するはずの出来事
だったと捉えることができる。９１年のソ連崩壊
による冷戦構造が消失し、いわば地球市民的な視
点に立って、環境問題や南北（格差・貧困）問題
が取り組まれようとしたのである。この地球サ
ミットでは、気候変動枠組み条約、生物多様性条
約という双子と呼ぶべき国際環境条約が調印され
たが、そこに内在する意味は重要である。気候変
動枠組み条約とは、石油などの枯渇性資源を使い
尽くし地球の気候バランスを崩す、大量生産・大
量廃棄を前提とする「化石資源依存型文明」の転
換を迫るものであった。

生物多様性条約とは、実際は保全・利用・利益
分配が三位一体になった矛盾含みの条約なのだ
が、期待としては、自然との共存・共生にむけて
相互依存と循環を尊重する「生命・生態系保全文
明」の構築がめざされたものと捉えることができ
る。絶滅危惧種のみならず先住民の権利や伝統文
化など、今まで無視され価値がないとされてきた
ものが、実は非常に重要な価値をもつことを再認
識させたのだった。こうした二つの条約が生まれ
た意味とは、まさに人類が従来の発展の在り方を
転換させるための大きな契機となるものと考える
ことができる（古沢２０１２c）。そして２０００年の国
連総会を契機に MDGs が提起されて南北問題の
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克服が取り組まれ、２０１２年の「リオ＋２０」でよ
り広い目標として SDGs に取り組むことが合意さ
れたことで、環境と開発をめぐる２つの潮流が合
流していく流れになってきたのだった。

しかしながら、こうした２０年余の歩みは評価
すべき内容を内在させつつも、実際には事態は改
善どころか深刻な危機的状況をより深めていると
いってよい。地球温暖化、生物多様性、森林保全
などの地球環境問題の悪化は止まらず、同時多発
テロ事件（２００１年）や中東地域での紛争、南北
間格差のみならず各国内でも貧富格差など社会的
な歪みが顕在化し、ウォール街占拠に象徴される
事態（１％ の富者への格差批判）まで生じさせた。
そして不況の克服や経済成長が強調される一方
で、数千人規模のリストラ・解雇（合理化）が報
道されるとその企業の株価が上昇することに象徴
されるように、人々の貧困化を梃子にグローバル
競争に勝ち残る弱肉強食の経済社会が出現してい
るかにみえる（古沢２０１４b）。

産業革命以来の工業生産による大量消費で豊か
になった経済は、実物経済を離れてお金をどう投
資し増殖させるかを先読み（先取り）して利益を
うみだす「金融経済」へと移行し、世界金融危機
を誘発した。その金融を救うために、巨額の財政
投入で各国の財政危機を招く事態にまで至ってい
る。先進諸国の苦境に、中国、インド、ブラジル
などの新興国の経済発展への期待が高まっている

が、従来型の発展を前提にした場合は、資源や環
境面での限界リスクに直面することが懸念され
る。こうした歪みの根源には、圧倒的な力で進展
している市場経済の過度なグローバル競争があ
る。世界動向としては、地球環境問題や南北問題
の是正をめざす環境レジーム形成の動きの一方
で、グローバル市場経済のさらなる拡大・強化

（グローバル経済・自由貿易レジーム）がより強
力な勢力として世界を牽引しており、多くの軋轢
と矛盾を激化させている。その時代的な世界状況
の変遷を、図３に簡略に示した。１９９０年代初頭、
地球サミットにみられるような新たな環境レジー
ム形成（上部）の一方で、旧社会主義圏をのみ込
んだグローバル市場経済圏の急拡大（下部）が進
行しており、その力関係としてはグローバル経済
レジームが凌駕しているのが現状なのである。

⑵ 深刻化する経済的危機と社会編成の危機

しかしながら、従来のような人類の発展パター
ン（大量生産・消費）については問い直しが迫ら
れており、諸矛盾への解決の糸口を見いだすべく
既述したような模索が継続的に続けられている。
一方では、巨大に膨れ上がった世界経済は、大規
模な資金フロー（グローバルマネー）で富のさら
なる拡大がめざされ、富者と貧者の溝が拡がり、
資源枯渇や環境悪化を招いている。９２年地球サ

図３ 国際状況（環境・経済・社会）の変遷

（図は筆者作成）
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ミット当時に期待された、世界の巨額の軍事費（１
兆ドル規模）を貧困・環境問題の解決へと転換す
る方向性（平和の配当）の理想は姿を消してしま
い、世界の軍事費は２０００年以降とみに増加の一
途をたどり始めている。

すなわち、冷戦終結以後の動きとして主流と
なったのは、経済のグローバリゼーションであ
り、その影響力は、環境分野以上の駆動力として
世界を突き動かしてきた。それが２００８年のリー
マンショックで明らかになったように、金融を含
む新たなグローバル経済の拡大の矛盾として表出
し、足下の実物経済を揺らがせる事態に至ってい
る。経済・社会システムの矛盾構造にメスを入れ
ないかぎり現状の突破口は見いだせない状況に立
ち至っていると思われる。矛盾構造を明らかにす
るには、現代資本主義システムそのものへの明晰
な批判的分析とともに矛盾克服の展望を見いだす
作業が求められているわけだが、それは容易な仕
事ではない（Harvy ２０１２、Pikkety ２０１４）。私な
りの簡単な現状分析として、経済的危機について
は以下のように解釈している。

近代社会以降の経済の拡大は、様々な商品の生
産拡大（工業的な大量生産の成立）と交易の拡大

（大量消費社会の形成）によってもたらされ、い
わゆる工業化社会へシフト（産業資本主義として
発展）する実物経済の拡大によって達成されてき
た。そして２０世紀後半から２１世紀にかけての経
済拡大の特徴は、生産をより促進する投資やそれ
に関連する金融商品の分野に重点が移行するマ
ネー経済への依存傾向を強めてきた。世界経済が
金融との結びつきを深めてきた状況は、「通商白
書２００８年版」で指摘されたとおり、世界の金融
資産規模（証券・債権・公債・銀行預金の総計）
は実物経済（GDP 世界総額）の約３．５倍に達し
た（２００６年度、１９９０年は約２倍規模だった）。と
くに世界のデリバティブ（金融派生商品）の市場
規模は２０００年の約３倍へと急拡大し（２００６年
度）、その想定元本（５１６兆ドル）は実物経済の
約１０倍規模に達したのだった。実物経済がマ
ネー経済で翻弄される世界経済構造が創り出され
た結果の破綻が世界金融危機だったのだが、その
後に調整局面をむかえつつも規制は不十分のまま
におかれ、ほぼ従来通りの構造が維持され続けて
いる。

ここで注目したいことは、情報技術や金融工学
などを駆使して、世界中の生産活動や不動産・金

融資産など諸資本形態が産出する富の動向を掌握
し、高度な情報の集積・管理・運用によって儲か
る投資（資金運用）を操って巨額の利益を手にす
る金融資本主義的拡大が、国家の枠をこえて急拡
大してきた点である。富の肥大化（諸資本の拡
大・膨張）の高度展開様式（金融資本主義的発展）
を操る現代版錬金術の時代が到来しているといっ
ても過言ではない。それは超富裕層の台頭現象と
して、グローバル・スーパーリッチの時代などと
呼ばれている（Freeland２０１４）。２０１４年１月に
オックスファムが出した「経済格差に関する調査
報告書」でも詳細な現状分析として、「先進国と
途上国の区別なく、前例のないほど格差が拡大…
…世界人口の１％ の最富裕層が世界の富の半分を
独占しており、最富裕層８５人の資産総額が、世
界人口の所得下位半分の総資産額に匹敵する…
…」と危機的事態に警告を発している（８）。危機認
識に関しては、格差拡大の現実を緻密なデータ分
析によって示した『２１世紀の資本』が米国でも
ベストセラーになったことにも示されている

（Pikkety２０１４）。
こうした経済的歪みの一方で起きていることは

深刻な社会編成の危機である。国民経済における
再配分や調整の機能が大きく低下してきたのであ
る。企業活動の優遇のために世界的に法人税の引
き下げ競争が進み、消費税の導入とその税率の上
昇をまねいてきた。貧富の差を調整するはずの所
得の再配分機能は大幅に低下し、力のある事業
家・経営者・資本家こそが巨額の経済利益をうみ
だす源泉だとして、高額所得者の税金を低減させ
てきた。先進諸国での所得税の最高税率は、７０％
前後（１９９０年代）から軒並み３０～４０％ へと低下
したのである。企業活動をより有利かつフレキシ
ブルに進めるために、労働コストの引き下げ競争
が激化し、アウトソーシングや海外移転が進む一
方で、雇用の流動化として、正規雇用から非正規
や派遣社員などへのシフトが起き、安定した雇用
条件が緩和・不安定化される事態を生んだので
あった。結果として、企業収益に占める労働賃金
への配分割合（労働分配率）は、１９８０年代以降
ほぼ、一貫して低下してきた（OECD Employ-
ment Outlook）。そして、多くの先進諸国の貧富
の格差（ジニ係数）は、近年拡大の一途をたどっ
てきたのであった（OECD２０１４）（９）。

その歪みは財政危機と増税問題を引き起こすと
ともに、近年注目されだした事柄に、企業の国際
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的な租税のがれ（タックス・ヘイブン）問題があ
る。この問題は奥深く、上記のヘッジファンド

（金融・投機）の活動舞台においてもタックス・
ヘイブンが深く関与していた。とくに国境を越え
てグローバルに展開する企業活動での収益につい
ては、租税を最小限に抑える手だて（税のがれ）
は巧妙を極めている（志賀２０１３）。グローバル化
の中で企業活動がうみだす富の分配には大きな歪
みが生じており、そうした矛盾やしわ寄せが結果
的に国民へと押しつけられる事態（競争、労働強
化、ストレス、国家財政の破綻など）につながっ
ているのである。いわば国民生活の内実を低下さ
せながら、諸企業の営利活動を優先することでグ
ローバル経済は推移してきたというのが偽らざる
現実といってよかろう（西川２０１４）。今後の経済
のあるべき姿に関しては、過度の経済成長や市場
競争に偏ることなく、脱成長型の公・共・私の３
つのセクターバランスに配慮した社会経済システ
ムを構築していくことが重要だと思われる（古沢
２０１１）。

５．今後に向けて

本稿の前半でふれたとおり、SDGs をめぐって
多くのテーマが議論されてきたが、その背後で渦
巻いている大きな矛盾の概況について示した。渦
巻く矛盾の一方で、地球市民社会の形成とともに
新たな参加と統治の在り方（ガバナンス）への模
索が続いていることも確かである。かつてない豊
かさと繁栄を手に入れたグローバル社会だが、資
源、環境、安全などの根底が揺らぎだす状況下に
あって、私達はその豊かさの質と成り立ち（編成
構造）に関して、今後の世界秩序をどう形づくっ
ていくのかが問われている。とかく SDGs の議論
が個別的、現状分析的になりがちな傾向にある点
をふまえて、本稿ではあえて背後に潜在する大き
な矛盾への問いかけの重要性について、とくに後
半で論じた。

これまでのポスト２０１５開発枠組みの動向をみ
るかぎり、２０１５年国連総会で SDGs に関する内
容については、それなりにまとまることだろう。
大きくは、気候変動枠組み条約や生物多様性条約
など個別並行的に動いてきた国際的取り決め（環
境レジーム）を踏まえた上で、さらに国際条約で
カバーできていない分野を含みこんだ総合的・包
括的な内容になると思われる。持続可能な開発・

発展に向けて多系化し複雑化している動向を、わ
かりやすい形で共通目標として明示することは、
それなりに意義深いことだと思われる。先進国、
途上国という南北対立的な枠組みを超えて、いわ
ば地球市民の共通目標が提示されることは重要で
あり、不安定化し偏狭なナショナリズム的な対
立・排他意識が復活しだしたかにみえる昨今の時
代状況に対して、貴重な指針をあたえてくれるこ
とを期待したい。

地球環境問題や開発・貧困問題などをめぐる環
境レジーム・開発レジームの近年の動向をみるか
ぎり、とくに市民セクター、NGO 等の発言力が
力を持ちつつあり、個別利害を超えた地球市民的
な主体形成とその影響力が強まり始めている。そ
れは、昨今の WTO や TPP（環太平洋経済連携
協定）協議に対抗する動きや、とくに国際環境条
約などの場において顕著になってきている。その
意味でも、本来であれば SDGs についてはよりラ
ディカルな革新的方向性の提示を期待したいとこ
ろである。

時代は地球サミット以来、徐々に一歩ずつ持続
可能性を目指す動きとして積み上げられてきたの
であった。そうした流れが停滞せず、さらなる前
進に向かう方向性だけでも出せれば、SDGs の役
割としてはとりあえずの合格ラインにとどくもの
と考えたい。たとえ法的な拘束力という点では弱
さをかかえる目標であっても、実質的に地球市民
の新たな結節点への土台形成として、さまざまな
場面で広範に活用する方策を準備していくこと
が、市民セクターの次なる課題になると思われ
る。

その意味では、かつて地球サミット （１９９２年）
の際に政府の取り決めとは別に NGO 条約を定め
る動きがあり、そこでの提起がその後の国際条約
の内容にある程度の影響力を与えた動きなども参
考になるだろう（古沢１９９５）（１０）。国連の枠組みで
の取り決めの一方で、より強化した市民サイドの
SDGs 行動指針を作成し、普及・啓発に努める動
きも今後は活発化すると思われる。かつての「ア
ジェンダ２１」に関して、ローカル・アジェンダ２１
が策定されて地域政策に影響を与えたことが思い
おこされる。たんに SDGs 策定の動向を追うのみ
ならず、SDGs 策定後に市民セクターからのさら
なるアクションが産み出されてくる動きを期待し
たい。２１世紀の人類がどう存続しうるか、多少
大げさにいえば、それは目指すべき SDGs を私た
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ちなりにどう活用し、目標を実現していくかにか
かっているといっても過言ではない。
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Abstract

Trends and Prospects on Sustainable Development Goals（SDGs）
―Future of the Global Civil Society Related with Post-2015 Development Framework

Koyu FURUSAWA
Dep. of Economics, Kokugakuin University
E-mail：furusawa@kokugakuin.ac.jp

Firstly, I explain the preparing process about the post MDGs（Millennium Development Goals）re-
lated with the SDGs（Sustainable Development Goals）emerged in“Rio＋２０”（United Nations Confer-
ence on Sustainable Development, June ２０１４）. Subsequently, I clarify the performing process and raff
history about the concept and indicators of Sustainable Development.

According to my analysis on the recent trend of development regime and environment regime, civil
sector groups such as NGOs are becoming to enhance international influence on global problems. Look-
ing back at the twenty-year history of efforts to address global environmental issues, the situation has
become increasingly serious. The global environmental problems, including climate change, loss of bio-
logical diversity and deforestation, are getting worse. Social and economic inequality in countries is in-
creasing, while North-South gap is widening. The social distortion around the world has evolved accord-
ing to the global free market competition. In general the haves accumulate huge fortunes by impover-
ishing the have-nots.

It is important to reorganize the evolutions and processes triggered by the １９９２ Earth Summit in a
comprehensive and integrated approach. An integrated framework should be developed for implemen-
tation of obligations of the environmental conventions and actions for achievement of MDGs. There,
Sustainable Development Goals（SDGs）should be presented in the basic agenda for achievement of
sustainable development, which ensures environmental soundness and social justice on the basis of har-
monious relationship among nature, society, and people.

It should be noted that adjusting and harmonizing the framework of socio-economic systems with a
longer and broader perspective. This new transition is closely related to the historical change in our
values that must deal with the sustainable development, related with post MDGs and creating SDGs
process.
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